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１

（備考）左上：総務省「令和４年通信利用動向調査」により作成。「モバイル端末」は、携帯電話、スマートフォンのうち１種類以上保有している個人の割合を指す。
 左下：総務省「通信利用動向調査」により作成。
 右上、右下：PIO-NETに登録された消費生活相談（2023年３月31日までの登録分）により作成。

デジタル化の進展と消費生活相談の推移

図表１ 情報通信機器の保有率（年齢層別）
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図表２ インターネット利用率の変化（年齢層別）
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図表３ 「インターネット通販」に関する消費生活相談件数の推移

 （商品・サービス別）

図表４ SNS関連の消費生活相談件数の推移



２

図表８ CCJが受け付けた相談件数と年齢層別相談割合の推移

（備考）左上、左下、右上：経済産業省「電子商取引に関する市場調査」により作成。
 右下：１．2018年から2022年までにCCJが受け付けた相談（2023年１月５日検索分）。

 ２．2020年は４月10日18時から６月１日９時30分まで、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止措置のために相談受付を休止していたため、他の年より受付期間が短い。

図表７ 日本の越境的な電子商取引（BtoC）市場規模の推移  
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図表５ 国内の電子商取引（BtoC）市場規模の推移  
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図表６ 国内の電子商取引（CtoC）推定市場規模の推移  
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３

図表９ 名目国内総生産に占める家計消費等の割合（2022年）

（備考）左上：内閣府「国民経済計算」により作成。「2022年度国民経済計算年次推計（2015年基準改定値・2008SNA）」。
「その他」は、対家計民間非営利団体最終消費支出、政府最終消費支出、在庫変動及び純輸出の合計。

左下：総務省「消費者物価指数」（季節調整値）により作成。
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図表10 消費者物価指数の動向

家計消費 303.1兆円 54.1% 民間設備投資 94.6兆円 16.9%

公共投資 28.9兆円 5.2%
民間住宅投資 21.8兆円

3.9%

その他 111.3兆円 19.9%

名目国内総生産（GDP）559.7兆円

物価及び家計消費の動向



（備考）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」により作成。「出生中位（死亡中位）推計」。

４

日本の総人口の減少

図表11 日本の将来人口推計
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（備考）
左上：2022年までは総務省「人口推計」（各年10月 １ 日現在）により作成。 

 2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2023年推計）の出生中位・死亡中位
推計 により作成。

左下：平均寿命（2010年）：厚生労働省「第21回生命表（完全生命表）」により作成。
平均寿命（2013年、2016年、2019年）：厚生労働省「平成25年/平成28年/令和元年簡易生命表」により作成。
健康寿命：厚生労働科学研究「『健康寿命及び地域格差の要因分析と健康増進対策の効果検証に関する研
究』（研究代表者 辻一郎）『健康日本21（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究』（研究代
表者 辻一郎）」において算 出された数値を基に作成。

右上：平成26年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 九州大学二宮教授「日本における認知症の高齢者人
口の将来推計に関する研究」により作成。
上記研究報告書に記載のデータのうち、「各年齢層の認知症有病率が、2012年以降一定と仮定した場合」の
データを使用。

図表13 健康寿命と平均寿命の推移

図表12 高齢者の割合の推移

５

高齢化の進展

図表14 65歳以上の認知症患者の推定人数と推定有病率の推移



６

（備考）
左上：国立社会保障・人口問題研究所『日本の世帯数の将来推計(全国推計)』(2018(平成30)年推計)により作成。

2015年の世帯数は家族類型不詳を案分した世帯数を基に割合を計算している。令和２（2020）年以降は推計値。
右上：2020年までは総務省「国勢調査」、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の 世帯数の将来推計

（全国推計）」（2018 年推計）により作成。
「一人暮らし」とは、上記の調査・推計における「単独世帯」又は「一般世帯（ １ 人）」のことを指す。
棒グラフ上の（ ）内は65歳以上の一人暮らしの者の男女計。

右下：総務省「2022年家計調査（家計収支編）」（総世帯）により作成。

図表15 世帯の家族類型別構成割合の推移 図表16 65歳以上の一人暮らしの推移
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図表17 世帯主の年齢層別・就業状態別構成比（総世帯）

世帯の変化と高齢者の孤独・孤立



（備考）いずれの図表もPIO-NETに登録された消費生活相談（2023年３月31日までの登録分）により作成。

図表19 消費生活相談の高齢者の割合（販売購入形態別、2022年）

図表20 高齢者の消費生活相談の商品・サービス別上位件数（2022年）図表18 高齢者の消費生活相談件数の推移

７

高齢者に関する消費者生活相談の状況



消費者行政における持続可能な社会の形成に向けて

（備考）令和２年版消費者白書から引用。

8



消費者政策と経済の好循環

（備考）令和元年版消費者白書から引用。

9



消費者政策における行政手法

（備考）令和元年版消費者白書から引用。

10



シェアリングエコノミーについて

（備考）平成29年版消費者白書から引用。

11



熊本地震に関する相談件数の推移

（備考）平成29年版消費者白書から引用。
PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年３月31日までの登録分）。
相談件数は、2016年4月14日以降受付のもの。
「住宅」には、「不動産貸借」、「工事・建築」、「修理サービス」、「給湯システム」が含まれる。 12



新型コロナウイルスに便乗した悪質商法等に関する注意喚起

（備考）令和３年版消費者白書から引用。

特定定額給付金を装った詐欺に
関する注意喚起（2020年５月）

新型コロナワクチン接種に関する
注意喚起（2021年２月）

13



従業員等への意見の伝え方に関する消費者向け啓発資料

（備考）令和３年版消費者白書から引用。
14


